
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料－８ 事業事前計画表 
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事業事前計画表（基本設計時） 

1. 案件名 

ツバル国 フナフチ環礁電力供給施設整備計画 

2. 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

(1) ツバル国（以下「ツ」国と称す）では、国家開発戦略である「VISION 2015（1998～2015 年）」

において、①人材育成、②公共セクター改革、③民間セクター開発、④離島の開発、⑤基礎

的インフラ整備、の 5分野を重点活動計画として取り上げている。これらの重点活動計画の

中で、電力は「基礎的インフラ整備」を実現するための重要なインフラと位置付けられてい

る。 

(2) 「ツ」国電力セクターは、主に旧宗主国である英国および EU の支援により首都フナフチの

電力供給設備を整備してきたが､これらの設備は設置後 20年近く経過して老朽化しているば

かりか、電力需要の増加により過負荷状態となっている。このため発電設備、配電設備等の

事故が頻発し､安定した電力供給に支障を来たしている。特に、1993 年から 2003 年までの過

去 10 年間で、最大需用電力は年平均 7.46%の高い伸び率を記録し､最大電力は約 2 倍となっ

ているが､供給力の増加が需要の伸びに追いつかず、近年は供給制限を実施せざるを得ない

状況にある。 

(3) 上記(2)の様な脆弱な電力供給体制は、首都フナフチに在る「ツ」国の政治、経済等の中枢

機能に支障を及ぼしているとともに、保健、衛生、教育といった行政サービスや市民生活に

も重大な影響を与えている。このため、「ツ」国電力セクターは「発電設備の新設による供

給力の確保」、「配電設備の更新による供給信頼性の確保」を喫緊の課題としているが､財政

難のため課題の達成は困難な状況にある。 

(4) 本計画は上記の電力セクターの課題を達成するため、首都フナフチに信頼度が高く安定した

電力を供給し、計画目標年次までの電力需要の増加に対応できる電力供給力を確保すること

を目的とし、フォガファレ発電所への発電設備の増設、並びに 11kV 配電設備・配電ケーブ

ルの更新等を行うものである。 

3. プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

「ツ」国フナフチにおいて安定した電力供給が確保される。 

《裨益対象の範囲及び規模》 

フナフチの住民約 4,500 人。 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

1) フナフチにおいて発電・配電設備の調達・据付が行われる。 

2) フナフチの既設発電・配電設備の更新・修理が行われる。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

1) 発電設備の調達、据付を行う。 

2) 既設発電設備の更新・修理を行う。 

3) 配電設備の調達、据付を行う。 

4) 既設配電設備の更新・修理を行う。 
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5) 上記の発電・配電設備を使用して電力供給を行う。 

(4) 投入（インプット） 

1) 日本側：無償資金協力 9.26 億円 

2) 相手国側 

a) 施設建設用地 

b) 運転・維持管理要員 

c) 調達された設備の運転・維持管理費用 

d) 既設発電・配電設備の更新・修理費用 

(5) 実施体制 

1) 主管官庁： 公共事業・エネルギー省（MWE） 

2) 実施機関： ツバル電力公社（TEC） 

4. 無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 

「ツ」国フナフチ環礁、フォガファレ島 

(2) 概要 

「ツ」国フナフチにおける発電設備（600kW x 3 台）の調達・据付、発電所建屋の建設、及び

配電用変電所の改修ならびに 11kV 配電ケーブルの敷設 

(3) 相手国側負担事項 

既設 TEC 事務所の撤去、発電所建設用地の整地及び不要物の撤去 

(4) 概算事業費 

9.30 億円（無償資金協力 9.26 億円、ツバル国側負担 0.04 億円） 

(5) 工期 

詳細設計・入札期間を含め約 18 ヶ月（予定） 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

発電所からの騒音・排気ガス対策など、環境面に配慮した設計とした。また、事業の実施に

係る周辺住民への事前通知（案件概要の公示）を行った。 

5. 外部要因リスク 

特になし 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

項 目 現状（2003 年） 計画後（2007 年）

発電設備容量 

（供給予備力） 

820kW 

（0kW） 

2,550kW 

（612kW） 

配電設備事故による停電回数 63 回/年 0 回/年 

(2) その他の成果指標 
特になし 

(3) 評価のタイミング 

2007 年以降 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料－９  既設 TEC事務所撤去に係るレター 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） EUフィジー事務所からツバル国宛 





 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） ツバル国から EUフィジー事務所宛 







 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３） JICAから EUフィジー事務所宛 

 







 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料－１０ 自然条件調査の結果 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 地形測量結果 













 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 地質調査結果 
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